
  

１．平成24年３月期の業績（平成23年４月１日～平成24年３月31日） 

  

  
（２）財政状態 

  
（３）キャッシュ・フローの状況 

  
２．配当の状況 

（注）25年３月期の配当金額は未定であります。  

  
  
３．平成25年３月期の業績予想（平成24年４月１日～平成25年３月31日） 

 平成25年３月期の業績予想については、現時点において業績予想を合理的に算出することが困難であると判断し、

本決算発表時においては未定といたしました。当該理由につきましては、４ページ「１．経営成績（１）経営成績に

関する分析【次期の見通し】」に記載しております。なお、当該業績予想は開示が可能となった時点で開示する予定

です。  
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  （百万円未満切捨て）

（１）経営成績 （％表示は対前期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

24年３月期  4,053  △3.6  1,063  6.5  1,073  6.6  680  △45.5

23年３月期  4,204  1.0  998  37.0  1,006  37.4  1,248  87.2

  
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

自己資本 
当期純利益率 

総資産 
経常利益率 

売上高 
営業利益率 

  円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

24年３月期  6,910.50  6,894.25  8.9  12.0  26.2

23年３月期  12,679.16  －  18.6  13.0  23.8

（参考）持分法投資損益 24年３月期 －百万円   23年３月期 －百万円

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

24年３月期  9,329  8,095  86.6  82,230.44

23年３月期  8,493  7,235  85.2  73,499.16

（参考）自己資本 24年３月期 8,082百万円   23年３月期 7,235百万円

  
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー 
財務活動による 

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 

  百万円 百万円 百万円 百万円 

24年３月期  814  △746  △299  1,809

23年３月期  1,819  △2,756  △200  2,041

  
年間配当金 配当金総額 

(合計) 配当性向 純資産
配当率 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

23年３月期 －  － － 3,000.00 3,000.00  295  23.7 4.4

24年３月期 －  － － 3,000.00 3,000.00  295  43.4 3.9

25年３月期（予想） －  － － － －   －  



※  注記事項 

（１）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

  

  

  

  
  

（２）発行済株式数（普通株式） 

  
  
  
※  監査手続の実施状況に関する表示 

 
  
※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

  

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更： 無

②  ①以外の会計方針の変更              ： 無

③  会計上の見積りの変更                ： 無

④  修正再表示                          ： 無

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 24年３月期 98,444株 23年３月期 98,444株

②  期末自己株式数 24年３月期 －株 23年３月期 －株

③  期中平均株式数 24年３月期 98,444株 23年３月期 98,444株

この決算短信は、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続きの対象外であり、この決算短信の開示時点におい

て、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続きは終了しておりません。

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断

する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提

となる業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、2ページ「1.経営成績（1）経営成績に関する分析」を

ご覧ください。
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(1）経営成績に関する分析 

  【当期の経営成績】  

  当事業年度におけるわが国経済は、東日本大震災の影響を受けて大きく低下した企業の生産活動が徐々に回復

し、世界的な株価の低迷及び急激な円高も緩やかに持ち直しつつありますが、欧州の財政不安や原油の高騰等、先

行きの不透明感が拭えない状況で推移いたしました。 

 医薬品業界におきましては、後発品の普及促進、長期収載品の薬価引き下げ等の医療費抑制政策により引き続き

厳しい状況にあり、新薬開発が一層重要な課題となっております。 

 このような状況のもと、当社は製品価値の最大化に向けた販路の再構築や眼科・皮膚科領域における新薬の創出

を目指し、積極的に事業活動に取り組みました。 

 当事業年度の売上高は、4,053百万円（前期比3.6％減）となりました。 

 利益面におきましては、前期と比べ減収となったものの研究開発費が減少したこと等により営業利益1,063百万

円（同6.5％増）、経常利益1,073百万円（同6.6％増）、当期純利益680百万円（同45.5％減）となりました。 

 なお、当期純利益につきましては、前事業年度に田辺三菱製薬株式会社とのライセンス契約の解消に伴う受取和

解金を特別利益として計上したことから前年同期比で大きく減少しております。  

  

 事業部門別の状況は次のとおりであります。  

（レスキュラ®点眼液） 

 当社の主力商品であるレスキュラ®点眼液は、製品価値を最大化するため、国内において販売先である参天製薬

株式会社との共同プロモーションに注力し、次の施策を行っております。 

  ①緑内障の早期発見を目指して眼科医を対象に眼底読影勉強会を積極的に開催するとともに、製品説明会を通

じ、レスキュラ®点眼液の販売促進活動を行う 

  ②学会セミナーの開催や講演会記録集等の作成により製品特性等の情報提供を活発に行い、レスキュラ®点眼液

の認知度向上・販売促進活動に取り組む  

 また、2011年３月22日に日本、中国、韓国、台湾及び北米地域を除く全世界でSucampo AG社（以下SAG社、旧 

Sucampo Manufacturing & Research AG 社）と開発、製造及び商業化権のライセンス契約を締結しており、当事業

年度においてライセンス収入247百万円を計上しております。 

 これらの施策にもかかわらず、主に国内での処方数の減少等により、当事業年度の売上高は1,943百万円（同

11.0％減）となりました。  

  

（AMITIZA®カプセル） 

 当社は米国のSucampo Pharma Americas,Inc.社（以下SPA社）との北米地域における独占的製造供給契約に基づ

き、慢性特発性便秘症及び便秘型過敏性腸症候群治療薬の受託製造を行っております。 

 当事業年度の売上高は、円高に推移した為替の影響を受けたものの、便秘型過敏性腸症候群治療薬の出荷数の増

加により、2,026百万円（同4.4％増）となりました。  

   

（医薬品開発支援及び受託製造サービス） 

 医薬品開発支援及び受託製造サービスの当事業年度の売上高は83百万円（同3.7％増）となりました。 

    

 また、当社は、「医師の目線で医薬品開発・販売を行う分野特化型（眼科・皮膚科）のグローバルな医薬品会

社」を目指しており、国が推奨及び支援するアンメット・メディカル・ニーズ（未だ満たされていない医療ニー

ズ）領域やオーファンドラッグ（希少疾病用医薬品）領域、アンチエイジング（生活改善薬）領域の新薬の開発を

進めております。  

 当事業年度における研究開発費の総額は917百万円となりました。領域別の研究開発活動の進捗状況につきまし

ては次のとおりであります。  

①眼疾患領域 

  ・網膜色素変性（開発コード：UF-021）（製品名：オキュセバ™） 

 網膜色素変性は両眼に発症する遺伝性の網膜疾患で、進行性の夜盲と視野狭窄をきたし、末期には高度の視力低

下、更には失明にまで至ることもある疾患です。 

 現在は第２相臨床試験まで終了しており、早期承認取得を目指した準備を進めております。 

  

  ・重症ドライアイ（開発コード：RU-101） 

 ドライアイは涙液層や眼表面の障害を特徴とする慢性で他因性の眼疾患です。当社は結膜上皮細胞を用いた実験

において、血清アルブミンが涙液成分の一つであるムチンの産生を増強することを確認しております。当事業年度

においては、安全性試験の一部が終了しております。 

 なお、平成23年10月18日にNovozymes Biopharma DK A/S（以下Novozymes社）と遺伝子組換え人血清アルブミン

１．経営成績
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の供給に関する基本合意を締結し、重症ドライアイ治療薬の開発再開が可能となっております。 

 また、平成23年10月19日には一般財団法人化学及血清療法研究所と遺伝子組換え人血清アルブミンの安全性デー

タの使用許諾について基本合意に至りました。この基本合意により、重症ドライアイ治療薬の開発期間の短縮が可

能と考えております。  

  

  ・糖尿病性白内障（開発コード：RTU-007） 

 糖尿病性白内障は、糖尿病が原因で発症する白内障で、水晶体が混濁する疾患です。当社はアステラス製薬株式

会社からライセンス取得した糖尿病患者の体内で増加する酵素を阻害する物質について、細胞や動物を用いた実験

で化合物の最適化をおこなっており、当事業年度においては、薬理試験を実施しております。 

  

②皮膚疾患領域 

  ・男性型脱毛症（開発コード：RK-023） 

 男性型脱毛症は、壮年性脱毛症とも呼ばれ、思春期以降に男性ホルモンの影響を受け、頭頂部から前頭部に限局

して、太く長い毛が再生せずに細く短い軟毛に置き換わり、最終的には毛包が委縮して毛髪数が減少し、段階的に

薄毛・脱毛が進行する疾患です。現在は前期第２相臨床試験が完了しており、安全性に関してはRK-023使用とプラ

セボ（注１）使用で差異は見られませんでした。一方、有効性についてはプラセボ使用群に対してRK-023使用群で

は外観写真評価での改善及びフォトトリコグラム（注２）により成長期毛数（注３）の減少抑制の可能性がみられ

ました。当事業年度においては、非臨床の長期安全性試験を行っております。 

（注1）薬剤（RK-023）が含まれていない製剤。 

（注2）頭皮における毛髪密度、毛髪太さ、毛髪の伸びを計測する目的で、頭髪を一定面積で毛刈りし、頭皮の拡 

    大写真を経時的に撮影し、解析する方法。 

（注3）フォトトリコグラムにより１日に0.2mm以上伸びることが確認された毛を「成長期毛」と定義しました。成

       長期毛の割合が少なくなると脱毛症が進みます。  

  

  ・睫毛貧毛症（開発コード：RK-023） 

 睫毛貧毛症は、睫毛（まつげ）が貧弱で短い、まばら、色が薄い等の原因で、眼にほこりなどの異物や異常な光

が入ることを防ぐ機能が十分に発揮できない疾患です。当事業年度においては、第１相臨床試験が終了し、眼圧下

降や充血などの眼科的所見も認められませんでした。 

  

  ・アトピー性皮膚炎（開発コード：RTU-1096） 

 アトピー性皮膚炎は、アレルギー体質により皮膚のバリアー機能が低下し、様々な刺激が加わることでかゆみを

伴う慢性の湿疹、皮膚炎を生じ、症状の悪化と改善を繰り返す疾患です。従来は学童期に自然治癒すると考えられ

ていましたが、成人まで持ちこす例や、成人してからの発症・再発の例が近年増加しています。当社では、炎症に

関連して血液、組織中で活性の増加がみられる酵素を特異的に阻害する化合物を開発し、当事業年度においては、

薬理試験の一部が終了しております。 

   

③神経疾患領域 

  ・糖尿病性神経障害（開発コード：RTU-1096） 

 糖尿病性神経障害は、糖尿病３大合併症の１つで、血糖値が高い状態が続くと足や手などの末梢神経におこる障

害で、違和感、しびれ、痛み等の症状が現れる疾患です。当社では、糖尿病患者の体内で増加する酵素を特異的に

阻害する化合物を開発し、当事業年度においては、薬理試験の一部が終了しております。 
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  【次期の見通し】  

 当社の売上の約50%を占めるAMITIZA®カプセルについては、現在当社とSucampo Pharmaceuticals,Inc.（以下SPI社）

及びSAG社が販売提携先の武田薬品工業株式会社に対し、契約の終了と損害賠償を求める仲裁申立てを行っておりま

す。この仲裁申立ての結果によってはAMITIZA®カプセルの米国での販売予想が変動する可能性があり、現時点では当社

の業績予想を合理的に算定することは困難な状況であることから、次期の業績予想に関しては未定とさせていただきま

す。なお、仲裁判断は５月31日までに下される見込みです。業績予想の開示が可能となった時点で速やかに開示する予

定です。 

  

 このような状況下、次期の事業部門別及び研究開発の予定は以下のとおりです。 

（レスキュラ®点眼液） 

 ①国内市場 

 平成24年の薬価改定の影響等を受けますが、引き続き同製品の特性を活かしたマーケティング活動を実施し、新た

な販売プロモーションを実施して処方数の維持に最大限努めてまいります。 

 ②北米市場 

 北米地域においてはSAG社が同製品の添付文書の記載内容を変更して再上市が出来る様にFDAと協議を進めておりま

す。また、SPI社は2012年度中に加齢黄斑変性の第２相前期臨床試験を開始すると発表しており、今後はSAG社が一定

の開発ステージや販売までのステップに応じて当社はSAG社からマイルストーンの支払を受ける予定です。 

  

（AMITIZA®カプセル） 

 ①北米市場  

 SPI社の発表によると、2012年上期にオピオイド誘発性腸機能障害の販売承認申請をFDAに提出するとしており、

SPA社が承認を取得すれば将来的に当社の売上に寄与する見込みです。 

 ②日本、英国市場  

 日本においては株式会社スキャンポファーマ（以下SPL社）が、英国においてはSucampo Pharma Europe,Ltd.（以

下SPE社）がそれぞれ慢性特発性便秘症治療薬の製造販売承認申請を行っており、各国で承認を取得すれば当社の売

上に寄与する見込みです。 

  

（医薬品開発支援及び受託製造サービス）  

 国内外の医薬品企業、健康食品企業等に対し、脂溶性・難溶性の薬剤の製剤化や治験薬等の製造を受託しており、

同事業の拡大によって当社のビジネス展開の基盤を拡げることも可能になると考えております。次期においても引き

続き積極的に新規顧客の獲得に努めてまいります。 

   

（ロイヤリティー収入） 

 男性型脱毛症治療薬（開発コード：RK-023）は前期第２相臨床試験、睫毛貧毛症（開発コード：RK-023）は第１相

臨床試験を終えており、国内外の有望な製薬企業へのライセンスの譲渡を視野に交渉を進めております。 

  

（研究開発）  

 当社は医師目線での医薬品開発に注力する創薬ベンチャーであり、新薬の研究開発は将来の収益基盤を形成する重

要な事業と考えております。そこで当社は、平成23年４月１日より、新薬の研究開発事業のさらなる活性化を期し

て、神戸市が推進する「医療産業都市構想」の施設として建設されたハイブリッドビジネスセンター内に神戸研究所

を開設しております。同研究所では創薬に関わる探索薬理スクリーニング及び薬効薬理試験等の非臨床試験をはじ

め、製剤検討などの研究開発活動を行っており、研究開発の一層の効率化、迅速化を図っております。 

 次期において特に注力する研究開発パイプラインは以下のとおりです。 

 ①重症ドライアイ治療薬（開発コード：RU-101）  

 Novozymes社との基本合意により、同化合物について研究開発を進めることが可能となりましたので、平成24年度

中に米国での第２相臨床試験を実施する予定です。 

 ②その他パイプライン（開発コード：RTU-1096、RTU007） 

 アトピー性皮膚炎、糖尿病白内障、糖尿病神経障害等については非臨床試験を進め、臨床試験段階への準備を整え

る予定です。更には現在の研究開発パイプラインをより充実させるべく、他社からの新規化合物の導入についても積

極的に行う予定です。 

 なお、次期の研究開発費の総額は1,185百万円（当事業年度と比べ268百万円増）を予定しております。 

  

株式会社アールテック・ウエノ（4573）平成24年3月期決算短信（非連結）

4



 (2）財政状態に関する分析 

 ①資産、負債および総資産の状況  

 当事業年度末の資産合計は、9,329百万円（前期比9.8％増）となりました。これは主として投資有価証券（SPI社

株式）の評価替えにより、投資有価証券が867百万円から1,521百万円（同75.3％増）となったことによるものです。

 負債合計は、1,234百万円（同1.8％減）となりました。これは主として未払法人税等が451百万円から158百万円

（同65.0％減）となったことによるものです。 

 純資産合計は、8,095百万円（同11.9％増）となりました。これは主としてSPI株式の評価替えにより、その他有価

証券評価差額金が482百万円から944百万円（同95.8％増）となったことによるものです。  

  

②キャッシュ・フローの状況 

 当事業年度末における現金及び現金同等物は、前事業年度末に比べ231百万円減少し、1,809百万円となりました。

当事業年度のキャッシュ・フローの概況は以下のとおりです。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当事業年度の営業活動の結果から得られた資金は814百万円となりました。これは主に法人税等の支払額（609百万

円）があったものの、税引前当期純利益を1,022百万円計上したことによるものです。  

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当事業年度の投資活動の結果、支出した資金は746百万円となりました。これは主に普通預金から定期預金への預

入（純額700百万円）を行ったためです。 

   

（財務活動によるキャッシュ・フロー）  

 当事業年度の財務活動の結果、支出した資金は299百万円となりました。これは主に配当金の支払（295百万円）に

よるものです。 
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（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移  

自己資本比率：自己資本／総資産  

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産  

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー  

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い  

 （注）１ 時価総額は、期中平均株価×期中平均株式数により算出しております。 

    ２ キャッシュ・フローは、キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用してお

      ります。 

    ３ 有利子負債は、貸借対照表上に計上されている負債のうち、利子を払っているすべての負債を対象とし

      ております。 

    ４ 利払いは、キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

    ※ 平成20年3月期の時価ベースの自己資本比率については、非上場、非登録であるため、記載しておりま 

      せん。  

   

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

（利益配分に関する基本方針） 

 当社は、経営基盤強化のための内部留保に配慮しつつ、株主の皆様への適切な利益還元を重要な経営課題と位置付

けており、業績や配当性向などを総合的に考慮し、中長期的に安定した配当を継続して実施していくことを基本方針

としております。 

 内部留保資金については、成長に不可欠な研究開発投資及び新規化合物の導入など、競争力向上のために必要な事

業への投資に活用していく方針であります。 

 なお、当期の配当につきましては、前期と同額の１株当たり3,000円を予定しております。 

 また、次期の配当につきましては、現時点では業績予想が困難であることから、未定とさせて頂きます。 

  

(4）事業等のリスク 

 当社の事業状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項には、

以下のようなものがあります。なお、当社はこれらの事業等へのリスクを認識した上で、当該リスク発生に伴う影響

を極力回避するための努力を継続してまいります。 

  

①新薬開発の不確実性  

 新薬の開発に際しては、安全性や効能に関する懸念、予期せぬ副作用、臨床試験データが競合品に対して有意差を

示さない等の理由により、開発計画の遅延、中止に至る場合があります。 

 また、当局への製造販売承認申請を行ったとしても、不承認となる場合もあり、製品化までには多くの不確実性を

含んでおります。  

 当社は、新薬開発に毎年多額の研究開発投資を行っておりますが、これらの理由から、研究開発投資に見合う新薬

の売上高もしくは利益の確保ができない場合、当社の業績及び財政状態に影響を与える可能性があります。 

  

②医療行政の動向  

 当社の事業は、国内においては主に薬事法により規制されておりますが、その他、健康保険法、製造物責任法、独

占禁止法、環境関連の法律等の規制も受けております。これらの法的規制が改定された場合、当社の業績及び財政状

態に影響を与える可能性があります。 

  

③薬価基準  

 当社の主力製品であるレスキュラ®点眼液は、薬価基準に収載されております。薬価基準は「健康保険法の規定に

よる療養に要する費用の額の算定方法」として、厚生労働大臣が告示するものであり、医療保険で使用できる医薬品

の範囲と医療機関が使用した医薬品の請求価格を定めたものであります。 

   平成20年3月期 平成21年3月期 平成22年3月期 平成23年3月期 平成24年3月期 

 自己資本比率（％）      62.7      79.2      87.4      85.2      86.6  

 時価ベースの自己資本比率

（％） 
     ―      483.3      113.6       89.9       91.2  

 キャッシュ・フロー対有利

子負債比率（％） 
    4.3       1.7       ―       ―       ―  

 インタレスト・カバレッ

ジ・レシオ（倍） 
     3.5       40.2     248.0       ―       ―  
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 この薬価基準については、厚生労働省が市場における売買価格の実勢価格調査を行い、その結果を反映した定期的

な改定が行われており、レスキュラ®点眼液については、平成22年４月には12.2％（内、ジェネリック加算6.0%）、

平成24年４月に5.6%の薬価改定（引下げ）が行われました。 

 当社では、レスキュラ®点眼液の定期的な薬価引下げを想定した事業運営を行っておりますが、想定範囲を超えた

薬価改定や、その他の医療保険制度の改定があった場合、当社の業績及び財政状態に影響を与える可能性がありま

す。  

  

④主力製品への依存  

 当社の売上高は、レスキュラ®点眼液及びAMITIZA®カプセルの占める比率が高くなっております。 

 これらの製品に、万一の製品の欠陥、予期せぬ副作用等の要因による販売中止、売上の大幅な減少等が発生した場

合、当社の業績及び財政状態に重大な影響を与える可能性があります。  

  

⑤訴訟リスク 

 医療用医薬品の製造・販売を主たる事業とする当社は、特許法、製造物責任法、独占禁止法、消費者保護法、環境

等に関わる訴訟の提起や監督官庁から行政処分を受ける可能性があり、訴訟、行政処分等が発生した場合、それらの

動向は、当社の業績及び財政状態に影響を与える可能性があります。なお、現在、当社の経営に大きな影響を与える

訴訟は起きておらず、行政処分もございません。 

  

⑥知的財産保護に関するリスク  

 当社は、医薬品の製造・販売及び研究開発活動において様々な知的所有権を使用しており、これらは当社所有の権

利または所有者より使用許諾を受けた権利であります。 

 しかしながら、出願中の特許が登録に至らない可能性や、当社が所有または使用許諾を受けた知的所有権に優位す

る知的所有権が第三者によって生み出される可能性があります。また、第三者の知的所有権の侵害に基づく将来の係

争を完全に回避することは困難であり、その結果、当社の業績及び財政状態に重大な影響を与える可能性がありま

す。 

 更に、当社の業務の過程で生じた特許の発明者の特定や、特許法に定める相当な対価の金額の算定が困難な場合も

あり、当社保有の特許に関して社員その他の第三者から何らかの請求が行われる可能性も完全には否定できず、その

ような事態が生じた場合には、当社の業績に影響を与える可能性があります。 

  

⑦利益相反のリスク 

 当社では、当社とスキャンポグループ各社間との取引については、取締役会の諮問機関として弁護士・公認会計士

３名の外部専門家により組織された「利害関係者間取引審査委員会」において取引の正当性、妥当性を協議してお

り、取締役会は、その結果に基づき利害関係者間契約等を審議、決議することとなっています。更に３名の監査役

（社外監査役３名、内常勤監査役１名）が取締役会に出席し、取締役の職務の執行を監督することになっておりま

す。SPI社においては、利害関係のない経営陣が契約交渉にあたると共に、NASDAQにより定められた基準を満たす３

名以上のIndependent Director（独立社外取締役）によって構成されるAudit Committee（監査委員会）により、取

引内容及び取引金額の公正性と妥当性が承認された場合にのみ利害関係者間契約が締結される仕組みが採用されてお

ります。このように当社及びスキャンポグループ各社とのそれぞれの取引において、その公正性が担保されることを

目的とした体制が構築されております。 

 しかしながら、利益相反等の行為が発生した場合には、当社の利益を損ねる恐れがあるほか、社会的に指弾を受け

る等の不利益を被り、その結果として当社の業績に影響を与える可能性があります。  
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 当社は、医師の目線で医薬品販売・開発を行う分野特化型（眼科・皮膚科）のグローバルな医薬品会社を目指してお

り、新規医薬品の研究開発事業、医薬品の製造・販売事業、医薬品開発支援及び受託製造サービス事業を主たる事業と

しております。 

  

（1）新規医薬品の研究開発事業 

 当社は、医師の目線で医薬品の開発を行う分野特化型（眼科・皮膚科）の医薬品会社を目指しており、医師でもある

代表取締役社長の真島行彦を中心に、アンメット・メディカル・ニーズ（未だ満たされていない医療ニーズ）領域、オ

ーファンドラッグ（希少疾病医薬品）領域、アンチエイジング（生活改善薬）領域の開発に注力しております。 

  

（2）医薬品の製造・販売事業  

 当社の主力商品であるレスキュラ®点眼液は、緑内障・高眼圧症治療薬として平成６年に厚生省（現厚生労働省）よ

り、製造販売承認を取得しました。レスキュラ®点眼液は、眼局所及び全身性の副作用が少なく、１日２回投与で安定

した眼圧下降作用をもたらし、また視神経保護作用と眼血流増加の作用メカニズムにより、緑内障（正常眼圧緑内障を

含む）及び高眼圧症患者の視野を長期的に維持する優れた治療効果を有しています。 

 日本においては、平成16年10月より、眼科領域での豊富な実績と経験を有する参天製薬株式会社を通じて医療機関へ

お届けしております。米国及びカナダ地域については、平成21年４月にSPA社とのライセンス及び製造供給契約を締結

しました。韓国においては東亜製薬株式会社、台湾においては台湾アステラスで販売をおこなっております（平成22年

４月１日以降）。また、その他の地域については、平成23年３月にSAG社へ開発、製造及び商業化権のライセンス譲渡

を行っております。 

  

（3）医薬品開発支援及び受託製造サービス事業  

 AMITIZA®カプセルは、SPA社が開発し、平成18年１月に慢性特発性便秘症、平成20年４月に便秘型過敏性腸症候群に

ついて米国食品医薬品局（FDA）から販売承認を取得しております。当社は、SPA社よりAMITIZA®カプセルの独占的製造

権を取得し、当該権利に基づき、米国及びカナダでの同製品の販売権を有する武田薬品工業株式会社へ製品供給をおこ

なっております。なお、AMITIZA®カプセルは、イオンチャンネルオープナーとして作用し、処方上の使用制限も少ない

という優れた特性と効能をもっております。 

    

２．企業集団の状況

株式会社アールテック・ウエノ（4573）平成24年3月期決算短信（非連結）

8



(1）会社の経営の基本方針 

 株式会社アールテック・ウエノは1989年9月、医薬品の製造販売、研究開発を目的に設立された創薬ベンチャー企

業です。医師でもある代表取締役社長真島行彦のもと「Physician-Oriented New Drug Innovation」(臨床医による

新薬開発)をテーマとし、これまで有効な治療薬のない眼科・皮膚科疾患をターゲットに新薬の開発を行っており、

以下の方針のもと、業務に取り組んでおります。 

①ベンチャー精神を忘れず、革新的なアイデアを源泉とした、効率的かつ迅速な医薬品開発を行います。 

②国内外の企業・研究機関との連携を深め、常にグローバルな視点に立って事業を展開してまいります。 

③眼科疾患や自社製品の最新情報を医療関係者にお届けすることを通じて、人々の健康と生活の質の向上に貢献し 

 てまいります。 

④化合物に関する豊富な知識や、蓄積された製造ノウハウを活用して、付加価値の高い製造部門の育成をはかりま 

  す。 

⑤実力本位な人事制度のもと、常に優れた人材を確保し、少数精鋭のプロフェッショナル集団による活力に溢れた 

 会社を目指します。 

  

(2）目標とする経営指標 

 当社は経営基盤の強化のための内部留保に配慮しつつ、株主の皆様への適切な利益還元を重要な経営課題と位置付

けており、業績や配当性向などを総合的に考慮し、中長期的に安定した配当を継続して実施していくことを基本方針

としております。この方針に基づき、配当性向は30%以上を目標としております。 

   

(3）中長期的な会社の経営戦略 

 当社は眼科・皮膚科に特化した創薬ベンチャーであり、医薬品の製造・販売事業（レスキュラ®点眼液0.12%）およ

び受託製造サービス事業（AMITIZA®カプセル）から得られる安定的な収益をもとに研究開発投資を行い、新たな収益

源となる製品を育てることにより中長期的な成長を目指しております。具体的な研究テーマは以下のとおりです。 

①アンメット・メディカル・ニーズ領域 ：重症ドライアイ、糖尿病性白内障、糖尿病性網膜症、加齢黄斑変性、 

                                       アトピー性皮膚炎、接触性皮膚炎、尋常性乾癬、糖尿病神経障害 

②オーファンドラッグ（希少疾病医薬品）領域 ：網膜色素変性 

③アンチエイジング（生活改善薬）領域：男性型脱毛症、睫毛貧毛症 

  

(4）会社の対処すべき課題 

  当社が対処すべき課題として以下の点が挙げられます。いずれも中長期的な経営課題として位置づけ、当事業年度

 以後も実績と成果を適切な時期に評価しながら課題解決を進めていく予定です。 

①研究開発体制の強化 

 医師の目線で医薬品の研究開発を行うには、研究開発体制の強化が重要な課題であると考えており、非臨床試験と

臨床試験の効率的な研究を行うべく、組織改革を行いました。 

 また、平成23年４月より神戸ポートアイランドの医療産業都市に当社の新研究所を開設し、創薬に関わる探索薬理

スクリーニングや薬効薬理試験等の研究開発活動の主要拠点として活動を開始いたしました。引き続き新薬の研究開

発に注力し、より効率の良い研究開発を行ってまいります。  

②販売体制の強化・構築 

 当社の主力製品であるレスキュラ®点眼液は、日本国内において眼科分野で豊富な販売経験を有する参天製薬株式

会社に販売を委託しております。しかしながら、製品のライフサイクルマネジメントを意識した効果的なマーケティ

ング活動の実践のためには、開発オリジネーターである当社から質の高い学術情報の発信と、その情報を正確に伝達

する活動が不可欠と考えております。当社は、全国に学術部員を配置し、参天製薬株式会社と共同での販売活動を実

施しております。今後も引き続きレスキュラ®点眼液の製品価値の最大化に努めるとともに、将来における自社開発

品販売のために、最適な販売体制の構築に努めてまいります。 

③生産体制の効率化 

 レスキュラ®点眼液やAMITIZA®カプセルのように、医薬品としての承認を受けた製品については、安定供給を継続

しつつ、製剤処方改良、製造方法及び包装技術の向上を通じて付加価値を高め、より高収益な製品に育てることを課

題と位置付けております。 

④内部統制体制の強化  

 社内体制を整備し、コンプライアンスや内部統制の強化を行います。今後も透明性を意識したコーポレートガバナ

ンスの充実を通じて企業価値向上に努める所存です。 

  

(5）その他、会社の経営上重要な事項 

 特記すべき事項はありません。 

３．経営方針
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４．財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当事業年度 
(平成24年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,741,343 5,209,668

売掛金 477,360 469,195

製品 85,745 176,201

仕掛品 834,150 804,303

原材料及び貯蔵品 521,524 315,576

前渡金 81,528 150,021

前払費用 55,332 54,204

繰延税金資産 47,829 50,061

立替金 7,509 200

その他 26,011 5,915

流動資産合計 6,878,336 7,235,347

固定資産   

有形固定資産   

建物 541,111 509,198

減価償却累計額 △251,883 △274,803

建物（純額） 289,228 234,495

構築物 32,932 32,932

減価償却累計額 △31,947 △32,349

構築物（純額） 984 583

機械及び装置 762,629 659,179

減価償却累計額 △576,613 △547,695

機械及び装置（純額） 186,016 111,484

工具、器具及び備品 680,295 698,969

減価償却累計額 △601,828 △629,894

工具、器具及び備品（純額） 78,466 69,075

リース資産 18,606 18,606

減価償却累計額 △9,125 △12,847

リース資産（純額） 9,480 5,758

建設仮勘定 1,202 －

有形固定資産合計 565,379 421,296

無形固定資産   

商標権 92,916 70,616

ソフトウエア 21,292 15,174

その他 374 374

無形固定資産合計 114,583 86,166

投資その他の資産   

投資有価証券 ※1  867,888 ※1  1,521,695

敷金及び保証金 65,325 65,282

その他 1,955 －

投資その他の資産合計 935,169 1,586,978

固定資産合計 1,615,132 2,094,441

資産合計 8,493,468 9,329,788
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当事業年度 
(平成24年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 125,583 124,009

リース債務 3,907 3,907

未払金 155,376 242,406

未払費用 10,232 18,204

未払法人税等 451,600 158,238

前受金 135,971 91,987

前受収益 840 840

資産除去債務 － 49,720

その他 7,065 16,188

流動負債合計 890,577 705,502

固定負債   

リース債務 5,248 1,375

繰延税金負債 259,353 477,177

役員退職慰労引当金 32,137 －

資産除去債務 70,600 21,332

その他 － 29,306

固定負債合計 367,340 529,192

負債合計 1,257,917 1,234,695

純資産の部   

株主資本   

資本金 653,987 653,987

資本剰余金   

資本準備金 593,787 593,787

資本剰余金合計 593,787 593,787

利益剰余金   

利益準備金 14,540 14,540

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 5,490,994 5,875,959

利益剰余金合計 5,505,534 5,890,499

株主資本合計 6,753,308 7,138,273

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 482,242 944,385

評価・換算差額等合計 482,242 944,385

新株予約権 － 12,434

純資産合計 7,235,551 8,095,093

負債純資産合計 8,493,468 9,329,788
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（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成24年３月31日) 

売上高   

製品売上高 3,660,011 3,655,440

ロイヤリティー収入 544,800 397,680

売上高合計 4,204,812 4,053,120

売上原価   

製品期首たな卸高 － 36,075

当期製品製造原価 1,385,212 1,463,239

合計 1,385,212 1,499,314

製品期末たな卸高 ※3  36,075 ※3  175,118

売上原価合計 1,349,136 1,324,196

売上総利益 2,855,675 2,728,924

販売費及び一般管理費   

役員報酬 64,446 64,340

給料及び手当 185,241 190,831

役員退職慰労引当金繰入額 8,681 －

支払手数料 195,760 167,938

減価償却費 19,532 14,919

研究開発費 ※1  1,040,299 ※1  917,328

その他 342,839 310,150

販売費及び一般管理費合計 1,856,799 1,665,507

営業利益 998,875 1,063,416

営業外収益   

受取利息 4,056 4,559

受取賃貸料 10,532 11,144

受取補償金 3,348 －

その他 1,749 2,711

営業外収益合計 19,687 18,414

営業外費用   

為替差損 11,643 8,489

営業外費用合計 11,643 8,489

経常利益 1,006,919 1,073,341

特別利益   

受取和解金 ※4  972,380 －

特別利益合計 972,380 －

特別損失   

固定資産除却損 ※2  644 ※2  11,332

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 5,979 －

減損損失 － 39,685

特別損失合計 6,623 51,017

税引前当期純利益 1,972,676 1,022,323

法人税、住民税及び事業税 591,427 318,098

法人税等調整額 133,061 23,928

法人税等合計 724,488 342,026

当期純利益 1,248,187 680,296
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（注）※１．主な内訳は次のとおりであります。 

  

※２．他勘定振替高の内容は、研究開発費等へ振替えたものであります。 

  

（原価計算の方法） 

 当社の原価計算方法は、主として総合原価計算による実際原価計算であります。 

   

製造原価明細書

    
前事業年度 

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 

至 平成24年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費    362,687  26.1  350,223  25.2

Ⅱ 労務費    137,684  9.9  143,250  10.3

Ⅲ 経費 ※１  891,431  64.0  898,617  64.5

当期総製造費用    1,391,804  100.0  1,392,091  100.0

期首仕掛品たな卸高    825,722    834,150   

期首半製品たな卸高    54,045    49,670   

合計    2,271,571    2,275,911   

期末仕掛品たな卸高    834,150    804,303   

期末半製品たな卸高    49,670    1,082   

他勘定振替高 ※２  2,539    7,286   

当期製品製造原価    1,385,212    1,463,239   

            

前事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 

至 平成24年３月31日） 

外注加工費 千円581,396

減価償却費 千円92,431

地代家賃 千円49,554

保険料 千円47,670

外注加工費 千円546,244

地代家賃 千円80,379

減価償却費 千円67,584

消耗品費 千円35,099
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成24年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 653,987 653,987

当期末残高 653,987 653,987

資本剰余金   

資本準備金   

当期首残高 593,787 593,787

当期末残高 593,787 593,787

資本剰余金合計   

当期首残高 593,787 593,787

当期末残高 593,787 593,787

利益剰余金   

利益準備金   

当期首残高 14,540 14,540

当期末残高 14,540 14,540

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

当期首残高 4,439,695 5,490,994

当期変動額   

剰余金の配当 △196,888 △295,332

当期純利益 1,248,187 680,296

当期変動額合計 1,051,299 384,964

当期末残高 5,490,994 5,875,959

利益剰余金合計   

当期首残高 4,454,235 5,505,534

当期変動額   

剰余金の配当 △196,888 △295,332

当期純利益 1,248,187 680,296

当期変動額合計 1,051,299 384,964

当期末残高 5,505,534 5,890,499

株主資本合計   

当期首残高 5,702,009 6,753,308

当期変動額   

剰余金の配当 △196,888 △295,332

当期純利益 1,248,187 680,296

当期変動額合計 1,051,299 384,964

当期末残高 6,753,308 7,138,273

株式会社アールテック・ウエノ（4573）平成24年3月期決算短信（非連結）

14



（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成24年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 457,050 482,242

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 25,192 462,143

当期変動額合計 25,192 462,143

当期末残高 482,242 944,385

評価・換算差額等合計   

当期首残高 457,050 482,242

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 25,192 462,143

当期変動額合計 25,192 462,143

当期末残高 482,242 944,385

新株予約権   

当期首残高 － －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － 12,434

当期変動額合計 － 12,434

当期末残高 － 12,434

純資産合計   

当期首残高 6,159,059 7,235,551

当期変動額   

剰余金の配当 △196,888 △295,332

当期純利益 1,248,187 680,296

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 25,192 474,577

当期変動額合計 1,076,491 859,542

当期末残高 7,235,551 8,095,093
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（４）キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成24年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 1,972,676 1,022,323

減価償却費 242,115 167,491

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 5,979 －

株式報酬費用 － 12,434

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 8,681 △32,137

減損損失 － 39,685

受取利息及び受取配当金 △4,056 △4,559

為替差損益（△は益） 16,795 646

和解金 △972,380 －

売上債権の増減額（△は増加） △177,848 8,165

たな卸資産の増減額（△は増加） 159,723 145,339

前渡金の増減額（△は増加） 62,564 △68,492

前払費用の増減額（△は増加） 17,823 1,128

仕入債務の増減額（△は減少） 47,900 △1,573

未払金の増減額（△は減少） 57,648 87,714

未払費用の増減額（△は減少） △5,068 7,972

前受金の増減額（△は減少） △153,831 △43,983

その他 △49,808 78,236

小計 1,228,913 1,420,391

利息及び配当金の受取額 4,056 3,646

和解金の受取額 972,380 －

法人税等の支払額 △386,154 △609,294

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,819,196 814,743

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △31,615 △44,920

無形固定資産の取得による支出 △1,808 △1,834

定期預金の預入による支出 △5,400,000 △4,900,000

定期預金の払戻による収入 2,700,000 4,200,000

その他 △23,548 47

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,756,972 △746,707

財務活動によるキャッシュ・フロー   

リース債務の返済による支出 △3,736 △3,873

配当金の支払額 △196,466 △295,191

財務活動によるキャッシュ・フロー △200,202 △299,064

現金及び現金同等物に係る換算差額 △16,795 △646

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,154,773 △231,674

現金及び現金同等物の期首残高 3,196,116 2,041,343

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  2,041,343 ※1  1,809,668
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 該当事項はありません。  

   

(5)継続企業の前提に関する注記
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(6)重要な会計方針

項目 
当事業年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

１ 有価証券の評価基準及び評価方

法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

   期末日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。なお、時価による評

価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定して

おります。 

２ たな卸資産の評価基準及び評価

方法 

(1）製品・原材料・仕掛品 

 主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価

切下げの方法により算定）を採用しております。 

  (2）貯蔵品 

 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方

法により算定）を採用しております。 

３ 固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産（リース資産を除く） 

 定率法によっております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備は除く）については、定額法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

  建物        ８～34年 

構築物       ４～９年 

機械及び装置    ２～８年 

工具、器具及び備品 ２～20年 

  (2）無形固定資産（リース資産を除く） 

 定額法によっております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

  商標権         10年 

自社利用のソフトウエア ５年 

  (3）リース資産 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する方法によってお

ります。 

 平成20年３月31日以前に契約をした、リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額

は益金として処理しております。 

５ キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

６ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
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(7)表示方法の変更

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 

至 平成24年３月31日） 

（損益計算書） 

 前事業年度まで区分掲記しておりました「営業外収益」の「保険返戻金」（当事業年度159千円）については、金額

が僅少なため、当事業年度は「営業外収益」の「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映さ

せるため、前事業年度の財務諸表の組換えを行っております。  

(8)追加情報

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 

至 平成24年３月31日） 

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 

 当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に関す

る会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。  

（役員退職慰労引当金） 

 当社は、役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく要支給額を計上しておりましたが、

平成23年６月24日開催の第22回定時株主総会において役員退職慰労金制度を廃止し、これまでの在任期間に対応する

役員退職慰労金を退任時に打ち切り支給することを決議いたしました。 

 これに伴い、打ち切り支給額の未払分29,306千円を固定負債の「その他」に計上しております。 
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(9)財務諸表に関する注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度 
（平成23年３月31日） 

当事業年度 
（平成24年３月31日） 

※１ 投資有価証券 

 全てSucampo Pharmaceuticals，Inc．（以下「SPI

社」という）のＡ種普通株式であります。SPI社の発

行するＡ種普通株式は米国NASDAQ市場に上場されてお

りますが、当社が当該株式を処分する場合には米国証

券取引法上の規制の適用対象となるため、売却数量等

について制限をうけることになります。 

※１ 投資有価証券 

同左 

２ 貸出コミットメントライン契約 

 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行３行と貸出コミットメント契約を締結しておりま

す。当事業年度末における貸出コミットメントに係る

借入未実行残高等は以下のとおりであります。 

２ 貸出コミットメントライン契約 

 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行３行と貸出コミットメント契約を締結しておりま

す。当事業年度末における貸出コミットメントに係る

借入未実行残高等は以下のとおりであります。 

貸出コミットメントの総額 千円3,300,000

借入実行残高 千円－

差引：借入未実行残高 千円3,300,000

貸出コミットメントの総額 千円3,000,000

借入実行残高 千円－

差引：借入未実行残高 千円3,000,000

（損益計算書関係）

前事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 

至 平成24年３月31日） 

※１ 研究開発費の総額 

一般管理費に含まれる研究開発費 

千円1,040,299

※１ 研究開発費の総額 

一般管理費に含まれる研究開発費 

千円917,328

※２ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。 ※２ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

工具、器具及び備品 千円644 機械及び装置 千円10,351

 計 千円644 工具、器具及び備品 千円869

  ソウトウエア 千円111

  計 千円11,332

※３ 貸借対照表の製品 千円との差額は、製品勘定

に含めて表示している半製品によるものであり、当該

半製品は製造原価明細書に表示されております。 

85,745 ※３ 貸借対照表の製品 千円との差額は、製品勘

定に含めて表示している半製品によるものであり、当

該半製品は製造原価明細書に表示されております。 

176,201

※４ 受取和解金972,380千円は、田辺三菱製薬株式会社

との遺伝子組換え人血清アルブミンを有効成分とする

ドライアイ治療用点眼液の日本における開発・事業化

に関するライセンス契約解除に伴う和解金1,000,000 

千円から同契約解消に伴う弁護士報酬27,619千円を控

除した金額であります。 

※４        ────── 
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前事業年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  

２ 自己株式に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

３ 配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

  

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

  

当事業年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  

２ 自己株式に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

    ３．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  

（株主資本等変動計算書関係）

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式（株）  98,444  －  －  98,444

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成22年６月25日 

定時株主総会 
普通株式  196,888  2,000 平成22年３月31日 平成22年６月28日

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額

（千円） 
１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成23年６月24日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金  295,332  3,000 平成23年３月31日 平成23年６月27日

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式（株）  98,444  －  －  98,444

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種

類 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  
当事業年度

末残高 
（百万円）前事業 

年度末 
当事業 

年度増加 
当事業 

年度減少 
当事業 
年度末 

  

提出会社 
ストック・オプションとし

ての新株予約権 
 普通株式  －  250  －  250 12 

 合計  －  －  250  －  250 12 
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４ 配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

  

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

  次のとおり、決議を予定しております。  

  

  

  前事業年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

   該当事項はありません。 

 

  当事業年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

   該当事項はありません。 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成23年６月24日 

定時株主総会 
普通株式  295,332  3,000 平成23年３月31日 平成23年６月27日

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額

（千円） 
１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成24年６月22日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金  295,332  3,000 平成24年３月31日 平成24年６月25日

（キャッシュ・フロー計算書関係）

前事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 

至 平成24年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

現金及び預金 千円4,741,343

預入期間が３ヶ月を超える 

定期預金 

千円△2,700,000

現金及び現金同等物 千円2,041,343

現金及び預金 千円5,209,668

預入期間が３ヶ月を超える 

定期預金 

千円△3,400,000

現金及び現金同等物 千円1,809,668

（持分法損益等）
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前事業年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

  

（ストック・オプション等関係）

決議年月日 

平成16年６月25日 
定時株主総会 

平成18年２月17日 
臨時株主総会 

平成18年６月29日 
定時株主総会 

第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権 第４回新株予約権 

付与対象者の区分及

び人数 

当社役員６名、従業員

34名、パートタイム勤

務者15名 

当社役員４名、当社従

業員２名 

当社役員２名、従業員

４名 

当社役員３名、従業員

２名 

株式の種類及び付与

数 
普通株式  220株 普通株式 156株 普通株式 1,648株 普通株式 268株 

付与日 平成16年７月１日 平成16年７月１日 平成18年２月20日 平成18年７月１日 

権利確定条件 

権利行使時において

も、当社の取締役、監

査役、従業員又はパー

トタイム勤務者である

ことを要す。但し、任

期満了による退任によ

り取締役若しくは監査

役の地位を喪失した

者、又は会社都合によ

る退職により地位を喪

失した従業員若しくは

パートタイム勤務者

は、当社の株式新規公

開の後において、かつ

その地位喪失後１ヶ月

以内に限り、新株予約

権を行使することがで

きる。 

権利行使時において

も、当社の取締役若し

くは監査役、又は従業

員であることを要す。

但し、任期満了による

退任により取締役若し

くは監査役の地位を喪

失した者、又は会社都

合による退職により地

位を喪失した従業員

は、当社の株式新規公

開の後において、かつ

その地位喪失後１ヶ月

以内に限り、新株予約

権を行使することがで

きる。 

権利行使時において

も、当社の取締役若し

くは監査役、又は従業

員であることを要す。

但し、任期満了による

退任により取締役若し

くは監査役の地位を喪

失した者、又は会社都

合による退職により地

位を喪失した従業員

は、当社の株式新規公

開の後において、かつ

その地位喪失後１ヶ月

以内に限り、新株予約

権を行使することがで

きる。 

権利行使時において

も、当社の取締役若し

くは監査役、又は従業

員であることを要す。

但し、任期満了による

退任により取締役若し

くは監査役の地位を喪

失した者、又は会社都

合による退職により地

位を喪失した従業員

は、当社の株式新規公

開の後において、かつ

その地位喪失後30日以

内に限り、新株予約権

を行使することができ

る。 

対象勤務期間 
該当事項はありませ

ん。 
同左 同左 同左 

権利行使期間 

自 平成18年６月25日 

（若しくは株式新規公

開のいずれか遅い方の

日） 

至 平成26年６月25日 

自 平成18年６月25日 

至 平成26年６月25日 

自 平成20年２月17日 

至 平成28年２月16日 

自 平成20年６月29日 

至 平成28年６月28日 
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

  当事業年度（平成23年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数

については、株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

  

② 単価情報 

  

２．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

 ストック・オプションの付与日時点において、当社は株式を証券取引所に上場していないことから、スト

ック・オプションの公正な評価単価の見積方法を単位当たりの本源的価値の見積りによっております。 

 また、単位当たりの本源的価値の見積方法は、DCF法によっております。 

  

３．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

 基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみを反映させる方法を採

用しております。 

  

４．ストック・オプションの本源的価値により算定を行う場合の当事業年度末における本源的価値の合計額及

び権利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源的価値の合計額 

① 当事業年度末における本源的価値の合計額            －千円 

② 当事業年度において権利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源的価値の合計額 

 該当事項はありません。 

  

決議年月日 

平成16年６月25日 
定時株主総会 

平成18年２月17日 
臨時株主総会 

平成18年６月29日 
定時株主総会 

第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権 第４回新株予約権 

権利確定前         

前事業年度末（株）  －  －  －  －

付与（株）  －  －  －  －

失効（株）  －  －  －  －

権利確定（株）  －  －  －  －

未確定残（株）  －  －  －  －

権利確定後  －  －  －  －

前事業年度末（株）  36  40  836  24

権利確定（株）  －  －  －  －

権利行使（株）  －  －  －  －

失効（株）  4  －  10  －

未行使残（株）  32  40  826  24

決議年月日 

平成16年６月25日 
定時株主総会 

平成18年２月17日 
臨時株主総会 

平成18年６月29日 
定時株主総会 

第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権 第４回新株予約権 

権利行使価格（円）  131,500  131,500  295,000  295,000

行使時平均株価（円）  －  －  －  －

公正な評価単価（円）  －  －  －  －
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当事業年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

１．ストック・オプションに係る費用計上額及び科目名 

（単位：百万円）

  

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

  

  

 前事業年度 

（自 平成22年４月１日 

  至 平成23年３月31日）  

 当事業年度 

（自 平成23年４月１日 

  至 平成24年３月31日）  

販売費及び一般管理費の株式報酬費  －  12

決議年月日 

平成16年６月25日 
定時株主総会 

平成18年２月17日 
臨時株主総会 

平成18年６月29日 
定時株主総会 

第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権 第４回新株予約権 

付与対象者の区分及

び人数 

当社役員６名、従業員

34名、パートタイム勤

務者15名 

当社役員４名、当社従

業員２名 

当社役員２名、従業員

４名 

当社役員３名、従業員

２名 

株式の種類及び付与

数 
普通株式  220株 普通株式 156株 普通株式 1,648株 普通株式 268株 

付与日 平成16年７月１日 平成16年７月１日 平成18年２月20日 平成18年７月１日 

権利確定条件 

権利行使時において

も、当社の取締役、監

査役、従業員又はパー

トタイム勤務者である

ことを要す。但し、任

期満了による退任によ

り取締役若しくは監査

役の地位を喪失した

者、又は会社都合によ

る退職により地位を喪

失した従業員若しくは

パートタイム勤務者

は、当社の株式新規公

開の後において、かつ

その地位喪失後１ヶ月

以内に限り、新株予約

権を行使することがで

きる。 

権利行使時において

も、当社の取締役若し

くは監査役、又は従業

員であることを要す。

但し、任期満了による

退任により取締役若し

くは監査役の地位を喪

失した者、又は会社都

合による退職により地

位を喪失した従業員

は、当社の株式新規公

開の後において、かつ

その地位喪失後１ヶ月

以内に限り、新株予約

権を行使することがで

きる。 

権利行使時において

も、当社の取締役若し

くは監査役、又は従業

員であることを要す。

但し、任期満了による

退任により取締役若し

くは監査役の地位を喪

失した者、又は会社都

合による退職により地

位を喪失した従業員

は、当社の株式新規公

開の後において、かつ

その地位喪失後１ヶ月

以内に限り、新株予約

権を行使することがで

きる。 

権利行使時において

も、当社の取締役若し

くは監査役、又は従業

員であることを要す。

但し、任期満了による

退任により取締役若し

くは監査役の地位を喪

失した者、又は会社都

合による退職により地

位を喪失した従業員

は、当社の株式新規公

開の後において、かつ

その地位喪失後30日以

内に限り、新株予約権

を行使することができ

る。 

対象勤務期間 
該当事項はありませ

ん。 
同左 同左 同左 

権利行使期間 

自 平成18年６月25日 

（若しくは株式新規公

開のいずれか遅い方の

日） 

至 平成26年６月25日 

自 平成18年６月25日 

至 平成26年６月25日 

自 平成20年２月17日 

至 平成28年２月16日 

自 平成20年６月29日 

至 平成28年６月28日 
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決議年月日 

平成23年６月24日 
定時株主総会 

第５回新株予約権 第６回新株予約権 

付与対象者の区分及

び人数 
当社役員２名 当社従業員９名 

株式の種類及び付与

数 
普通株式  200株 普通株式 50株 

付与日 平成23年７月21日 平成23年７月21日 

権利確定条件 

新株予約権の割当てを

受けた者は、原則とし

て当社の取締役の地位

を喪失した日の翌日か

ら10日以内に限り、新

株予約権を行使するこ

とができる。また、１

個の新株予約権につ

き、一部行使はできな

いものとする。 

新株予約権の割当てを

受けた者は、権利行使

時において、当社また

は当社の子会社の取締

役、監査役、又は従業

員のいずれかの地位を

有していることを要す

る。但し、任期満了に

よる退任、定年又は会

社都合による退職の場

合は、地位喪失後30日

以内に限り、新株予約

権を行使することがで

きる。また、１個の新

株予約権につき、一部

行使はできないものと

する。 

対象勤務期間 
該当事項はありませ

ん。 
同左 

権利行使期間 
自 平成23年８月11日 

至 平成53年８月10日 

自 平成23年８月11日 

至 平成28年８月10日 
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

  当事業年度（平成24年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数

については、株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

  

決議年月日 

平成16年６月25日 
定時株主総会 

平成18年２月17日 
臨時株主総会 

平成18年６月29日 
定時株主総会 

第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権 第４回新株予約権 

権利確定前         

前事業年度末（株）  －  －  －  －

付与（株）  －  －  －  －

失効（株）  －  －  －  －

権利確定（株）  －  －  －  －

未確定残（株）  －  －  －  －

権利確定後                  

前事業年度末（株）  32  40  826  24

権利確定（株）  －  －  －  －

権利行使（株）  －  －  －  －

失効（株）  －  －  －  －

未行使残（株）  32  40  826  24
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決議年月日 

平成23年６月24日 
定時株主総会 

第５回新株予約権 第６回新株予約権 

権利確定前     

前事業年度末（株）  －  －

付与（株）  200  50

失効（株）  －  －

権利確定（株）  200  8

未確定残（株）  －  42

権利確定後           

前事業年度末（株）  －  －

権利確定（株）  200  8

権利行使（株）  －  －

失効（株）  －  －

未行使残（株）  200  8
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② 単価情報 

  

  

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

 当事業年度において付与されたストック・オプションについての公正な評価単価の見積方法は以下のとお

りであります。 

①使用した評価技法   ブラック・ショールズ式  

②主な基礎数値及び見積方法  

（注）１．３年間（平成20年４月から平成23年８月まで）の株価実績に基づき算定しております。  

   ２．十分なデータの蓄積がなく、合理的な見積りが困難であるため、第５回新株予約権については退

     職までの予想残存期間、第６回新株予約権については最後に到来する権利行使の中間点を予想満

     期日として、評価基準日から予想満期日までの期間を見積もっております。 

   ３．平成23年３月期の配当実績によっております。 

   ４．予想残存期間に対応する期間に対応する国債の利回りであります。 

  

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

 基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみを反映させる方法を採

用しております。 

  

５．ストック・オプションの本源的価値により算定を行う場合の当事業年度末における本源的価値の合計額及

び権利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源的価値の合計額 

① 当事業年度末における本源的価値の合計額            －千円 

② 当事業年度において権利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源的価値の合計額 

 該当事項はありません。 

  

決議年月日 

平成16年６月25日 
定時株主総会 

平成18年２月17日 
臨時株主総会 

平成18年６月29日 
定時株主総会 

第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権 第４回新株予約権 

権利行使価格（円）  131,500  131,500  295,000  295,000

行使時平均株価（円）  －  －  －  －

公正な評価単価（円）  －  －  －  －

決議年月日 

平成23年６月24日 
定時株主総会 

第５回新株予約権 第６回新株予約権 

権利行使価格（円）  1  1

行使時平均株価（円）  －  －

公正な評価単価（円）  51,827  70,932

   第５回 新株予約権  第６回 新株予約権  

 株価変動性（注１）  85.0％  85.0％

 予想残存期間（注２）  12.0年  3.5年

 予想配当（注３）  3,000円／株  3,000円／株

 無リスク利子率（注４）  1.3％  0.2％
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 Ⅰ 前事業年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

 当社は医薬品の製造販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。  

    

 Ⅱ 当事業年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

 当社は医薬品の製造販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。  

    

Ⅰ 前事業年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

（単位：千円）

  

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

（単位：千円）

（注）売上高は製品等の納品先を基礎とし、国又は地域に分類している。   

  

(2）有形固定資産 

            本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記 

          載を省略しております。 

   

３．主要な顧客ごとの情報 

  （単位：千円）

   

（セグメント情報等）

ａ．セグメント情報

ｂ．関連情報

  レスキュラ®点眼液  AMITIZA®カプセル
医薬品の研究開発 

支援サービス  
 合計 

外部顧客への売上高 2,184,348  1,940,385  80,078  4,204,812  

  日本  米国  欧州  その他   合計 

外部顧客への売上高 1,967,029  1,911,518  319,332  6,932  4,204,812  

 顧客の名称又は氏名  売上高  関連する事業部門名  

 参天製薬株式会社 1,932,615   レスキュラ®点眼液 

 武田薬品工業株式会社  1,885,424   AMITIZA®カプセル 
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Ⅱ 当事業年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

（単位：千円）

  

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

（単位：千円）

（注）売上高は製品等の納品先を基礎とし、国又は地域に分類している。   

  

(2）有形固定資産 

            本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記 

          載を省略しております。 

   

３．主要な顧客ごとの情報 

  （単位：千円）

  

前事業年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

  該当事項はありません。 

  

当事業年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

  該当事項はありません。 

  

    

前事業年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

  該当事項はありません。 

  

当事業年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

  該当事項はありません。 

  

  

前事業年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

  該当事項はありません。 

  

当事業年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

  該当事項はありません。 

  

  レスキュラ®点眼液  AMITIZA®カプセル
医薬品の研究開発 

支援サービス  
 合計 

外部顧客への売上高  1,943,721  2,026,393  83,005  4,053,120

  日本  米国  欧州  その他   合計 

外部顧客への売上高  1,768,404  2,020,564  260,361  3,789  4,053,120

 顧客の名称又は氏名  売上高  関連する事業部門名  

 参天製薬株式会社  1,692,251  レスキュラ®点眼液 

 武田薬品工業株式会社  2,018,393  AMITIZA®カプセル 

ｃ．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

ｄ．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

ｅ．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報
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前事業年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

役員及び個人主要株主等 

 上記の金額のうち、取引金額及び保証金の期末残高には消費税等が含まれておらず、その他の期末残高には消費税
等が含まれております。 
 取引条件及び取引条件の決定方針等 
（注１）当社の主要株主である上野隆司氏・久能祐子氏が、議決権の95.1％を間接的に保有しております。 
（注２）当社の主要株主である上野隆司氏の近親者が、議決権の52.1％を直接に、議決権の47.9％を間接に保有して

おります。 
（注３）業務の受託に当たっては、一般の取引価格を参考に業務の内容を勘案の上、報酬額を決定しております。 
（注４）不動産の賃借については、不動産鑑定評価による価格を参考に決定しております。 
（注５）ＣＲＯ業務とは、医薬品の研究開発支援サービスのことを意味しております。 
（注６）ライセンスの供与は、ウノプロストンの日本、中国、台湾、韓国及び北米以外の地域における緑内障及び高

眼圧症を含むあらゆる適応症について、独占的に開発、製造、商業化及び販売する権利を譲渡したものであ
り、譲渡価格は市場価格を勘案の上、決定しております。 

（注７）製品の販売については、AMITIZA®カプセルの販売であり、販売価格は市場価格を勘案の上、決定しておりま
す。 

  

（関連当事者情報）

種類 会社等 
の名称又は氏名 所在地

資本金又 
は出資金 
（千円） 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有(被所有)
割合（％） 

関連当事者
との関係 取引の内容

取引金額 
（千円） 科目 期末残高

（千円）

主要株主

（個人）

が議決権

の過半数

を所有す

る会社の

子会社 

  

  

Sucampo Pharma 

Americas,Inc.

（注１） 

  

  

  

米国メ

リーラ

ンド州 

  

  

USD

  

  

1

医薬品の研

究開発及び

販売 

  

  

 

  

  

－ 業務の受託 

  

  

CRO業務の 

受託 

（注３） 

（注５） 

  

  

    

  

23,874

売掛金 162

前受金 7,251

主要株主

（個人）

が議決権

の過半数

を所有す

る会社の

子会社 

Sucampo Pharma 

Europe, Ltd. 

（注１） 

英国オ

ックス

フォー

ド州 

USD 17,942
医薬品の研

究開発 
 － 業務の受託 

CRO業務の 

受託 

（注３） 

（注５） 

 22,390 売掛金 947

製品の販売 

（注７） 
    52,141 立替金 7,035

主要株主

（個人）

が議決権

の過半数

を所有す

る会社の

子会社 

株式会社 

スキャンポ 

ファーマ 

（注１） 

大阪市

北区 
 299,000

医薬品の研

究開発 
 －

業務の委受託

CRO業務の 

受託 

（注３） 

（注５） 

 29,313 売掛金 2,512

      前受金 23,719

不動産の賃貸

不動産賃貸料

の受領 

（注４）  

    10,532 － －

主要株主

（個人）

が議決権

の過半数

を所有す

る会社の

子会社 

Sucampo 

Manufacturing 

and Research 

AG 

 （注１） 

  

スイス

シュビ

ーツ州

942,433USD 

医薬品の製

造及び研究

開発 

 － 業務の受託 

ライセンスの

供与 

（注６） 

   244,800 － －

主要株主

（個人）

及びその

近親者が

議決権の

過半数を

所有する

会社 

上野製薬 

株式会社 

（注２） 

大阪市

中央区
 1,010,000

化学工業薬

品の製造 
 － 不動産の賃借

不動産の賃借

保証金 

（注４） 

      － 保証金 21,072

不動産賃借料

の支払 

（注４） 

   124,404 前払費用 9,926

                 未払金 19,455
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当事業年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

役員及び個人主要株主等 

 上記の金額のうち、取引金額及び保証金の期末残高には消費税等が含まれておらず、その他の期末残高には消費税

等が含まれております。 

 取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注１）当社の主要株主である上野隆司氏・久能祐子氏が、議決権の95.0％を間接的に保有しております。 

（注２）当社の主要株主である上野隆司氏の近親者が、議決権の52.1％を直接に、議決権の47.9％を間接に保有して

おります。 

（注３）業務の受託に当たっては、一般の取引価格を参考に業務の内容を勘案の上、報酬額を決定しております。 

（注４）不動産の賃借については、不動産鑑定評価による価格を参考に決定しております。 

（注５）ＣＲＯ業務とは、医薬品の研究開発支援サービスのことを意味しております。 

（注６）ライセンスの供与は、ウノプロストンの日本、中国、台湾、韓国及び北米以外の地域における緑内障及び高

眼圧症を含むあらゆる適応症について、独占的に開発、製造、商業化及び販売する権利を譲渡したものであ

り、譲渡価格は市場価格を勘案の上、決定しております。 

（注７）製品の販売については、AMITIZA®カプセルの販売であり、販売価格は市場価格を勘案の上、決定しておりま

す。 

種類 会社等 
の名称又は氏名 所在地

資本金又 
は出資金 
（千円） 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有(被所有)
割合（％） 

関連当事者
との関係 取引の内容

取引金額 
（千円） 科目 期末残高

（千円）

主要株主

（個人）

が議決権

の過半数

を所有す

る会社の

子会社 

  

  

Sucampo Pharma 

Americas,Inc.

（注１） 

  

  

  

米国メ

リーラ

ンド州 

  

  

USD

  

  

1

医薬品の研

究開発及び

販売 

  

  

 

  

  

－ 業務の受託 

  

  

CRO業務の 

受託 

（注３） 

（注５） 

  

  

    

  

2,171

売掛金 －

前受金 18,374

主要株主

（個人）

が議決権

の過半数

を所有す

る会社の

子会社 

Sucampo Pharma 

Europe, Ltd. 

（注１） 

英国オ

ックス

フォー

ド州 

USD 17,942
医薬品の研

究開発 
 － 業務の受託 

CRO業務の 

受託 

（注３） 

（注５） 

 2,299 売掛金 －

製品の販売 

（注７） 
    8,000 立替金 －

主要株主

（個人）

が議決権

の過半数

を所有す

る会社の

子会社  

株式会社 

スキャンポ 

ファーマ 

（注１）  

  

大阪市

北区      

299,000 医薬品の研

究開発  
       －

業務の委受託

CRO業務の 

受託 

（注３） 

（注５） 

 76,152 売掛金 28,928

      前受金 21,113

不動産の賃貸

  

不動産賃貸料

の受領 

（注４）  

  

    

     

11,144
 

  

－ －

主要株主

（個人）

が議決権

の過半数

を所有す

る会社の

子会社  

Sucampo,AG 

 （注１） 

  

スイス

シュビ

ーツ州

  

942,433USD 

 

医薬品の製

造及び研究

開発 

  

 

  

－ 業務の受託 

  

CRO業務の 

受託 

（注３） 

（注５） 

  

   2,381 売掛金 626

ライセンスの

供与 

（注６） 

  

 247,680  － －

主要株主

（個人）

及びその

近親者が

議決権の

過半数を

所有する

会社 

上野製薬 

株式会社 

（注２） 

大阪市

中央区
 1,010,000

化学工業薬

品の製造 
 － 不動産の賃借

不動産の賃借

保証金 

（注４） 

       － 保証金 21,072

不動産賃借料

の支払 

（注４） 

   112,479 前払費用 9,821

                 未払金 9,384
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（注）１ １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

  

（１株当たり情報）

前事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 

至 平成24年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 銭73,499 16

１株当たり当期純利益 円 銭12,679 16

１株当たり純資産額 円 銭82,230 44

１株当たり当期純利益 円 銭6,910 50

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 円25銭6,894

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、

記載しておりません。 

  

  

項目 
前事業年度 

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日）

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 

至 平成24年３月31日）

  (1）１株当たり当期純利益     

  当期純利益（千円）  1,248,187  680,296

  普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

  普通株式に係る当期純利益（千円）  1,248,187  680,296

  普通株式の期中平均株式数（株）  98,444  98,444

  (2）潜在株式調整後１株当たり当期純利益     

  普通株式増加数（株）  －  232

   （うち新株予約権（株））  －  (232) 

  

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益の算定に含まれなかった潜

在株式の概要 

 第１回新株予約権（新株

予約権の数 個）、第２回

新株予約権（新株予約権の

数 個）、第３回新株予約

権（新株予約権の数

個）、第４回新株予約権

（新株予約権の数 個） 

 なお、第１回新株予約

権、第２回新株予約権、第

３回新株予約権、第４回新

株予約権の概要は「第４ 

提出会社の状況１ 株式等

の状況(2）新株予約権等の

状況」に記載のとおりであ

ります。 

16

20

413

12

 第１回新株予約権（新株

予約権の数 個）、第２回

新株予約権（新株予約権の

数 個）、第３回新株予約

権（新株予約権の数

個）、第４回新株予約権

（新株予約権の数 個）、

なお、第１回新株予約権、

第２回新株予約権、第３回

新株予約権、第４回新株予

約権の概要は「第４ 提出

会社の状況１ 株式等の状

況(2）新株予約権等の状

況」に記載のとおりであり

ます。 

16

20

413

12
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  前事業年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

   該当事項はありません。 

 

  当事業年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

   該当事項はありません。 

     リース取引、金融商品、有価証券、デリバティブ取引、税効果会計、退職給付、企業結合等、資産除去債務、

        賃貸等不動産に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示

        を省略しております。 

（重要な後発事象）

（開示の省略）
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